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道の動向
● 令和2年(2020年) 3月 知事による「2050年までの温室効果ガス排出量実質ゼロ」の表明
● 令和4年(2022年) 3月 北海道地球温暖化対策推進計画（第3次）の改定
● 現在、北海道地球温暖化防止対策条例の改定に向け、見直し作業中

条例見直しのポイント

○条例名の改称等

○｢前文｣｢目的｣｢定義｣の

拡充・強化と

｢基本理念｣を新設

○道の責務規定の追加・

拡充

○各分野の取組に係る

規定の拡充・強化
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ゼロカーボン北海道とは

● 北海道においても、2020年3月、2050年までにカーボンニュートラルを目指すことを表明しました。
● 再生可能エネルギーと吸収源の最大限の活用により、脱炭素化と経済の活性化や持続可能な地域づくりを同時に進め、

2050年までに、環境と経済・社会が調和しながら成長を続ける北の大地「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて、
各種取組を推進しています。

● 北海道では実現に向けて、2030年度に2013年度比で温室効果ガスを48％削減するという中期削減目標を設定。

実現イメージ【イラスト：あいばゆう（第2回北のまんが大賞受賞者）】

「緩和」と「適応」
地球温暖化対策は、大きく分けて緩和と適応に大別され、緩和は、
温室効果ガスの排出を抑制することであり、適応は、既に起こり
つつある、または起こりうる気候変動の影響による被害を回避・
軽減することであり、「緩和」とともに「適応」を進めていくこ
とが重要です。）
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道の施策 -地域脱炭素合意形成支援事業-

市町村からの要望が多い、「Ⅰ地球温暖化対策実行計画（区域・施策編）の策定」、

「Ⅱ地域脱炭素に関する協議会の立ち上げ・運営」（いずれも合意形成が必要）に対して支援を行う。

市町村が主体的に行う上記の取組について、専門性の高い事業者による各種サポートを行う。

全市町村を対象とした職員向け勉強会を実施し、市町村が独自に開催する地域勉強会に対して講師を派遣。

市
町
村
の
脱
炭
素
に
係
る
意
向
調
査

自
治
体
の
主
体
的
な
取
組
を
支
援

Ⅱ 地域協議会の立ち上げ・運営等支援

協議会の
立ち上げ

現状把握
課題抽出

課題解決
の検討

事業化
の検討

専門家派遣等、地域協議会の立ち上げ・運営を支援

事
業
案
等
検
討

現状推計 取組内容の
検討

① 職員向け地域勉強会開催（希望全市町村対象）

Ⅰ 計画策定支援

希望市町村参加

現状把握
概要説明

第1回 第2回 第4回

策定作業補助・内容への助言（訪問２回、Web３回程度想定）

計
画
内
容
作
成

参加 策定作業

例

（テーマ：地球温暖化対策実行計画（区域・施策編）の作成手法）

（テーマの例：再エネ発電施設導入、地域新電力立ち上げ 等）

市町村が独自に開催する地域勉強会

講師派遣

② 個別支援（専門家アドバイス）

専門家

専門家

成果は骨子案の
作成を目指すが、
状況に応じ、可
能な範囲で作成

国
（
環
境
省
）
・
道
の
共
同

事
業
と
し
て
実
施

道
の
直
営
事
業

と
し
て
実
施

目標設定

取組状況を
把握し、支援
内容を検討

第3回

9/29開催 10/27開催 11/30開催 R5.1月開催予定

士別市、新十津川町、新冠町、新篠津村、中札内村で実施

西興部村で実施
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道の施策 -地域づくり総合交付金-

 交付対象事業

ゼロカーボン北海道の実現に向けて取り組む、地域の特性

と優位性を活かした脱炭素化の事業で、特に重点的に支援する

必要があると知事が認めるハード系事業及びソフト系事業

（交付率１／２以内）

 交付対象者

・ 市町村

・ 複数の市町村で構成する協議会等

・ 地域脱炭素化を目的に市町村が出資若しくは構成員として

参画する団体等

 交付金の上限額

・ ハード系事業 1,000万円（下限額50万円）

・ ソフト系事業 500万円（下限額50万円）

 予算額

５０，０００千円

特定課題対策事業に地域づくり総合交付金（ゼロカーボン推進事業）を設置し、地域の取組を支援

事業概要等 スケジュール

制度設計等
（4～8月）

募集・審査
（9～10月）

事業採択
（11～12月）

実績報告
（随時）

• 要望調査

• 実施要綱

• 決定

• 事業募集

• 事業計画審査

• 内示

• 交付決定

• 実績報告審査

• 現地調査

• 額確定、交付金交付

• 市町村が関与した地域脱炭素を担う組織（地域電力会社等）の立ち上げ支援事業
• 地域特性を活用した地域脱炭素に資する事業の検討支援事業
• 地域創生に資する再エネ導入促進事業
• 産官学が連携して取り組む先駆的な事業
• 振興局と地域の連携により先導的な取組を進める事業

優先採択
する取組

終了
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道の施策 -水素社会推進事業-

稚内

名寄

北見
旭川

滝川

江別

札幌

恵庭

北広島

小樽

函館

むかわ

累計実施回数
(29地域･77回)

真狩

留萌 網走

幕別

根室

帯広

釧路

室蘭

登別

岩見沢

美唄

南富良野

富良野

伊達

：1回
：2～3回
：4回以上

水電解の実験

北斗

鹿追

奈井江

：2021年度実施地域

道公用車の展示、外部給電機能のPR

防災訓練での展示

 将来のエネルギーとして期待される｢水素｣を道民に周知する｢水素･燃料電池普及啓発｣を展開。

 環境優位性のみならず､災害時における給電機能を周知するため､防災訓練などにおいても展示・実演。

2022年実施（予定）

深川町、蘭越町、北広島市、
登別市、函館市、札幌市、
三笠市、千歳市

〈予定〉
江別市、帯広市、室蘭市、
滝川市
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道の施策 -太陽光発電及び蓄電池システム共同購入事業-

令和３年３月 ： 事業の事務局を担う民間事業者を公募・選定し、協定を締結（アイチューザー共同事業体に決定）。
令和３年５月12日～９月７日 ： さっぽろ連携中枢都市圏12市町村（札幌市、小樽市、岩見沢市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、

石狩市、当別町、新篠津村、南幌町、長沼町）を対象地域に共同購入の参加募集を実施。
参加登録実績400件

令和３年１０月～ ： 落札した施工事業者及び購入希望者間での契約手続きや実際の施工を開始。
令和４年３月１６日～８月１７日 ： さっぽろ連携中枢都市圏12市町村及び胆振復興３町（厚真町、安平町、むかわ町）を対象地域に追加

して共同購入の参加募集を実施中。参加登録実績400件⇒744件へ増

目的はゼロカーボン北海道の実現に向けた「家庭部門等における再エネ導入促進」。

同事業は、太陽光発電及び蓄電池システムの購入希望者を広く募り、一定の需要をまとめ、施工事業者に対し競り下げ方式での競争

入札にかけ、スケールメリットによる価格低減と着実な設備導入を促す仕組み。民間連携事業として令和３年度から展開。

事業
概要

経過

R4
運用
体制

上記市町村に設置対象となる建物があること

今年度終了


